
東京都港区芝三丁目３３番１号

中央三井信託銀行株式会社

取締役社長　奥野　順

　　　　中間貸借対照表（平成２２年９月３０日現在）

（単位：百万円）

金　　　　額  金　　　　額

（ 資  産  の  部 ） （ 負　債  の  部 ）

２０８,５５７  ８,９７５,０４４  

１１,９３８  ３２３,１７０  

９７,５１０  １７８,４９３  

１８,９２９  １,６３８,２６８  

４,０４１,８３５  ８,５３８  

８,８６５,０５７  ４４５,８７４  

７１６  ２２７,７４１  

２９９,５３５  ８７３,２５６  

１００,００５  ３２７,９４１  

１９,５５６  ７７２  

１３３,００６  ２８５  

５１,９７９  ３２６,８８２  

△ ３９,０１４  ２,０１１  

６４０  

１２,７０１  

５１,９７９  

１３,０６５,６６０  

３９９,６９７  

１４９,０１１  

１４９,０１１  

２００,７８９  

４７,９０８  

１５２,８８０  

繰 越 利 益 剰 余 金 １５２,８８０  

７４９,４９８  

６,３４７  

３,６３９  

△ １５,５３２  

△ ５,５４４  

７４３,９５４  

１３,８０９,６１４  １３,８０９,６１４  
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そ の 他 の 負 債

（ 純 資 産 の 部 ）

資 産 除 去 債 務

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

買 入 金 銭 債 権

社 債

そ の 他 資 産

有 価 証 券

特 定 取 引 資 産 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

貸 出 金 借 用 金

外 国 為 替

信 託 勘 定 借

株 主 資 本 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

繰 延 税 金 資 産

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

支 払 承 諾

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

資 本 金

資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

科　　　目 科　　　　目

現 金 預 け 金 預 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

偶 発 損 失 引 当 金

負 債 の 部 合 計

賞 与 引 当 金

譲 渡 性 預 金債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

特 定 取 引 負 債

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

コ ー ル マ ネ ー



（単位：百万円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

１４９,５７８

５,８７１   

８０,０９３   

(５４,３３２)  

(２３,０４１)  

３２,８４１   

１,４９４   

２３,５６７   

５,７０９   

１０７,２５６

３０,７３１   

(２１,０６４)  

７,３７６   

４０   

４,８５２   

５４,５１６   

９,７３９   

４２,３２１

８,０５３

２,２０３

４８,１７１

８０   

１５,０００   

１５,０８０

３３,０９０

信 託 報 酬

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

中 間 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

(うち有価証券利息配当金)

( う ち 貸 出 金 利 息 ）

( う ち 預 金 利 息 ）

特 定 取 引 費 用

）中 間 損 益 計 算 書
平成２２年 ４ 月　１日 から
平成２２年 ９ 月３０日 まで

法 人 税 等 合 計



 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市

場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引

については、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特

定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書上「特定取引

収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決

算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算

日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有

価証券、金銭債権等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生

商品については前期末と当中間期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加

えております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原  

価法、その他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託受益証券については中間決算

日前１ヵ月の市場価格の平均等、それ以外については中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く。）の評価は、時価法により行ってお

ります。 

４．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間によ

り按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  10 年～50 年 

その他   3 年～8 年 

また、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、3 年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 



 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と

いう。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」とい

う。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を

計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能

性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま

す。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債

務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的

に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施

前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実

績率等に基づき計上しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢

等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店及び審査各部が資産査定

を実施し、当該部署から独立した内部監査部が査定方法等の適正性を監査し、その査

定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から

担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見

込額として債権額から直接減額しており、その金額は25,192百万円であります。 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を

計上しております。なお、当中間期末は年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計

算上の差異を加減した額を超過しているため前払年金費用として「その他資産」に含

めて計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであ

ります。 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期か

ら損益処理 

 



 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、

役員及び執行役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生し

ていると認められる額を計上しております。 

(5) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、オフバランス取引等に関して、将来偶発的に発生する可能性の

ある損失に備えるため、以下の引当金について当該損失を事象毎に合理的に見積り、

必要と認められる額を計上しております。 

＜預金払戻損失引当金＞ 

 一定の条件を満たしたことにより負債計上を中止した預金について、預金払戻損失

引当金を計上しております。 

＜補償請求権損失引当金＞ 

土地信託事業の状況により、将来、受託者として債務の立替等の負担が生じ、それ

により取得する補償請求権が毀損する可能性が高い場合に、当該損失を合理的に見積

り、補償請求権損失引当金を計上しております。 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社・子法人等株式

を除き、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．リース取引の処理方法 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月

１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場

変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段であ

る金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価して

おります。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによってお

ります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リス

クを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額

が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事

 



 

前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について

外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとし

て時価ヘッジを適用しております。 

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジあるいは金利スワッ

プの特例処理を行っております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しており

ます。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当中間期から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年3月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年3月31日）を適用しております。 

これにより、経常利益は10百万円、税引前中間純利益は166百万円それぞれ減少してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は282百万円であり

ます。 

 

 



 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額  177,028百万円 

２．現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券で当中間

期末に所有しているものが11,128百万円あります。これらは、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有する有価証券でありますが、当中間期末に当該

処分をせずにすべて所有しております。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 13,735百万円、延滞債権額は52,474百万円でありま

す。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を

計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」

という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であ

ります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は384百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３

月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は23,314百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計

額は89,908百万円であります。 

なお、３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分で

きる権利を有しておりますが、その額面金額は、2,515百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券              1,792,422 百万円 

貸出金                 652,330 百万円 

その他資産                            69 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                  8,582 百万円 

債券貸借取引受入担保金       1,638,268 百万円 

借用金                            352,000 百万円 

 



 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代

用として、有価証券 569,282百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は 9,197百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度

額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残

高は、2,681,774百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが

2,532,023百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実

行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ

りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事

由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基

づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じて

おります。 

10．三井信託銀行株式会社から承継した土地については、土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

１号に定める標準地の公示価格、同条第２号に定める基準地の標準価格及び同条第３

号に定める当該事業用の土地の課税台帳に登録されている価格に基づいて、合理的な

調整（時点修正、地域格差及び個別格差の補正）を行って算出しております。 

11．有形固定資産の減価償却累計額 84,946百万円 

12．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特

約付借入金 92,500百万円が含まれております。 

13．社債は、永久劣後特約付社債 94,741百万円及び劣後特約付社債 133,000百万円で

あります。 

14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ

る社債に対する当社の保証債務の額は141,698百万円であります。 

15．１株当たりの純資産額 286円58銭 

16．元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託 932,804 百万円、貸付信託 

282,557 百万円であります。 

17．銀行法施行規則第 19 条の 2 第 1 項第 3 号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内

基準）は 14.36％であります。 

 



 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益3,195百万円を含んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却877百万円、株式等売却損263百万円及び株式

等償却1,363百万円を含んでおります。 

３．「特別利益」には、貸倒引当金戻入益6,982百万円を含んでおります。 

４．「特別損失」には、統合関連費用1,916百万円を含んでおります。 

５．１株当たり中間純利益金額          12円74銭 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

該当ありません。 

 

（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権

が含まれております。 

１．満期保有目的の債券（平成22年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照

表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

社債 22,553 23,010 457 

その他 126,467 127,880 1,413 

時価が中間貸

借対照表計上

額を超えるも

の 
小計 149,020 150,891 1,870 

時価が中間貸

借対照表計上

額を超えない

もの 

その他 165,412 163,205 △2,206 

合計 314,433 314,097 △335 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成22年９月30日現在） 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 174,610

関連法人等株式 2,418

合計 177,028

（注）これらは、すべて時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。 

 

３．その他有価証券（平成22年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照

表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 221,199 165,425 55,773 

債券 983,695 974,968 8,726 

国債 799,077 793,806 5,270 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 地方債 206 199 6 

 



 

社債 184,411 180,962 3,449 

その他 896,770 877,587 19,182 

 

小計 2,101,664 2,017,981 83,682 

株式 181,596 235,687 △54,091 

債券 874,796 883,420 △8,624 

国債 797,100 804,799 △7,699 

社債 77,696 78,621 △924 

その他 248,147 262,204 △14,056 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

小計 1,304,540 1,381,312 △76,772 

合計 3,406,205 3,399,294 6,910 

（注）１．時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

株式 84,788 

その他 130,421 

合計 215,209 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めて

おりません。 

２．変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の

結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当

中間期末においては、合理的に算定された価額をもって中間貸借対

照表計上額としております。変動利付国債の合理的に算定された価

額は、ディスカウント・キャッシュフロー法により算定しておりま

す。価格決定変数は、国債利回り及び同利回りのボラティリティ等

であります。 

 

４．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある

と認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額は、株式1,150百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準にお

いて有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

要注意先         時価が取得原価に比べて30%以上下落 

正常先         時価が取得原価に比べて30%以上下落 

上記自己査定基準に該当する正常先のうち、時価が取得原価に比べて30%以上50%未満

下落した銘柄については、個別に時価の回復可能性を判定し、取得原価まで回復する可

能性があると認められる場合を除き、減損処理を実施しております。それ以外の場合は

全て、取得原価まで回復する見込みがないと判断し、減損処理を実施しております。 

なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、

実質破綻先とはそれと同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状

 



 

況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは

今後の管理に注意を要する発行会社、正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念

先、要注意先以外の発行会社であります。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおり

であります。 

繰延税金資産  

貸倒引当金                21,747 百万円 

税務上の繰越欠損金            136,496  

有価証券評価損              11,725  

退職給付引当金               2,537  

その他有価証券評価差額金           496 

その他                   44,718 

繰延税金資産小計               217,720  

評価性引当額                 △70,266 

繰延税金資産合計              147,454  

繰延税金負債 

退職給付信託設定益             8,799  

その他                   5,648 

繰延税金負債合計              14,448  

繰延税金資産の純額             133,006 百万円

           

以  上 

 



(参考)

                                       信 　託 　財 　産 　残 　高 　表
（平成２２年９月３０日現在）

中央三井信託銀行株式会社

  　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 ２４５,６８７  金 銭 ８０２,１３６  信 託

有 価 証 券 ３,２８４  財 産 形 成 １３,０７６  給 付 信 託

信 託 権 ８７  受 益 貸 付 ２８５,０４１  信 託

受 託 有 価 １２２  証 券 金 銭 信 託 以 外 の 託 ２３９  金 銭 の 信

金 銭 債 権 ２１０  有 価 証 券 の 信 託 １２７  

有 形 固 定 ５,１４０,２４７  資 産 金 銭 債 権 の 信 託 １,１２０  

無 形 固 定 ３０,９７７  資 産 土 地 及 び そ の 定 着 物 の 信 託 ７６,１４４  

そ の 他 債 権 ３５,９３８  包 括 ５,３４１,７７３  信 託

銀 行 貸 ８７３,２５６  勘 定 そ の 他 の 信 託 ４０  

現 金 預 １８９,８８６  け 金

合            計 ６,５１９,６９８  合            計 ６,５１９,６９８  

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。
　　　３．共同信託他社管理財産　　　　　　　　１０４，８８８百万円
　　　４．元本補てん契約のある信託の貸出金２３６,０１５百万円のうち、破綻先債権額は５百万円、延滞債権額
　　　　は１７９百万円、貸出条件緩和債権額は８，３８６百万円であります。また、これらの債権額の合計額は
　　　　８，５７２百万円であります。
　　　　　なお、３ヵ月以上延滞債権はありません。

（付）　元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）の内訳は次のとおりでありま
　　　す。（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

 金    銭    信    託   　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 ２３６,０１５  元 本 ９３２,８０４  

有 価 証 券 －　 債 権 償 却 準 備 金 ３７  

そ の 他 ６９６,８０７  そ の 他 △ １９  

計 ９３２,８２３  計 ９３２,８２３  

 貸    付    信    託   　 (単位：百万円）

資  　　        産 金　　　　　額 負    　　      債 金　　　　　額

貸 出 金 －　 元 本 ２８２,５５７  

有 価 証 券 ４８２  特 別 留 保 金 １,７３９  

そ の 他 ２８５,９７３  そ の 他 ２,１５８  

計 ２８６,４５６  計 ２８６,４５６  
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